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１．事業の概要

社会資本整備総合交付金事業

・事業期間：S63～H42
・全体事業費：8,100百万円
・事業区間：矢那川橋～大正橋
・事業延長：L=980m

°
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事業区間
矢那川橋～大正橋

L=980m



１．事業の概要

【事業内容】
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矢那川

目標治水安全度

1/10
事業延長 980m
掘削 30,000m3

護岸工 1,960m
道路橋 2橋
鉄道橋 1橋

【代表横断図】（富士見橋、證誠寺橋～大正橋）

鉄道橋 1橋



１．事業の概要

過去の主な被災状況

大雨による浸水被害は、木更津市の市街地を中心に度々発
生していることから、未改修区間（事業区間）の早期完成を目
指す必要がある。

【事業の必要性】
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総雨量㎜

（時間最大㎜）

※木更津観測所 （ha） 床下 床上 合計

昭和57年9月12日 台風18号 276（19） 10 ― ― 103

平成5年8月27日 台風11号 134（20） 1 ― ― 10

平成8年9月22日 台風17号 179（24） 5 6 2 8

平成25年10月16日 台風26号 323.5（43） 19.17 53 71 124

発生年月日 起因
浸水面積 浸水家屋戸数（戸）



１．事業の概要

平成25年10月の被災状況

矢那川は、木更津市の中心市街地を流れており、洪水が発
生した場合には、甚大な被害となっている。

【被災状況】

浸水面積 床下 床上

平成25年10月16日 台風26号 19.17ha 53戸 71戸

被災年月日 原因
浸水被害
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平成8年9月22日（台風17号）木更津市内

平成25年10月15～16日（台風26号）木更津市内

事業区間（矢那川橋～大正橋）
L=980m



２．事業の進捗状況
①事業の進捗状況

護岸工(左右岸)
工事完了

護岸工(左右岸)
工事完了
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翠

橋

矢那川橋：未施工

富士見橋：未施工

ＪＲ橋梁：補 強
凡例

整備済

未整備

全体計画

掘削 30,000m3

護岸工 1,960m
道路橋 2橋
鉄道橋 1橋



２．事業の進捗状況
①事業の進捗状況
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【證誠寺橋下流右岸】

翠

橋

凡例

整備済

未整備

【富士見橋上流右岸】



２．事業の進捗状況
②事業の進捗状況（事業費）

（単位：百万円）

河川名
全 体
事業費

H26年度末見込み

事業費 ％

矢那川 8,100 1,665 21%

【事業進捗率（事業費ベース）】 【用地・補償進捗率（事業費ベース）】

事業費ベースでは、H26年度末で約21％程度実施予定。

【事業進捗率（事業費ベース）】
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（単位：百万円）

河川名
全 体

用地･補償費

H26年度末見込み

用地・補償費 進捗率

矢那川 100 62 62%

62%

19% 21%
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昭和63年から現在（H25年度）までの流域内の市街化率は、
土地区画整理事業等の開発により15%→34%まで増加してい
る。こうした市街化の進展は洪水の要因の１つである。

３．社会経済情勢等の変化 10

中尾・伊豆島土地
区画整理

密集市街地

一般市街地

凡　例

請西土地区
画整理

かずさ
アカデミアパーク

畑

水田

山林

H25年度市街化率：34％ 河川計画上の市街化率：40％



11４．事業投資効果
①便益算定手順

費用及び便益算定の前提
基準年次 ：平成2６年度
検討年数 ：完成後50年間
社会的割引率：４％

便益の算定 費用の算定
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治水経済調査
マニュアル（案）
平成17年4月

国土交通省 河川局

便益の算定
被害防止便益
残存価値

費用便益分析（B/C）

費用の算定
事業費
維持管理費
事業費の0.5％

現在価値化の算定

便益の現在価値
（B）

費用の現在価値
（C）

社
会
的
割
引
率



12４．事業投資効果
②費用便益比

便益（B）
被害防止便益 残存価値 総便益

費用便益比
（B/C）

3.88

184.5億円 0.9億円 185.4億円

費用（C）
事業費 維持管理費 総費用

43.1億円 4.7億円 47.8億円

残事業評価（H26～H42）
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便益（B）
被害防止便益 残存価値 総便益

費用便益比
（B/C）

2.88

184.5億円 1.0億円 185.4億円

費用（C）
事業費 維持管理費 総費用

59.8億円 4.6億円 64.4億円

全体事業評価（S63～H42）

注１） 便益・費用については、基準年における現在価値化後の値である。

注２） 費用および便益の合計額は、表示桁数の関係で計算値と異なる。
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事業着手時の浸水区域

現時点の浸水区域

経済損失の
解消

４．事業投資効果
③被害防止便益の考え方

残事業評価

全体事業評価

年超過確率1/10

年超過確率1/10
の規模の雨
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事業完成時の浸水区域

浸水区域の
解消

解消

の規模の雨

着手時 完成現時点

Ｅｘ)４億円 【青枠線】
全体事業で

軽減される被害額

評価時点

被
害
軽
減
額

残事業で
軽減される被害額

これまでの事業で
軽減された被害額

Ｅｘ)３億円



14４．事業投資効果
④被害防止便益

分類 効果（被害）の内容

家屋被害
２８億円
２８億円

家屋（住居・事業所）が浸水することによる被害

家庭用品被害
１９億円
１９億円

家具や自動車等が浸水することによる被害

上段：残事業
下段：全体事業

項 目 残事業 全体事業

軽減される氾濫面積 ９６．５ ｈａ ９６．５ ｈａ

軽減される浸水家屋数 １９５３戸（４５３戸） １９５３戸（４５３戸）

※ ( )書きは床上浸水戸数
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直接被害
１５９億円
１５９億円

家庭用品被害
１９億円

家具や自動車等が浸水することによる被害

事業所資産被害
４３億円
４３億円

事業所が浸水することによる資産や在庫品による被害

農漁家資産被害
０億円
０億円

農漁家が浸水することによる資産や在庫品による被害

農作物被害
０億円
０億円

浸水による農作物の被害

公共土木施設等被害
６８億円
６８億円

道路や橋梁、電気、ガス、水路など公共土木施設等の被害

間接被害
２５億円
２５億円

営業停止被害
１３億円
１３億円

浸水した事業所、公共・公益サービスの停止・停滞による被害

応急対策費用
１２億円
１２億円

浸水に伴う清掃などの事後活動等の出費等による被害

計
１８４億円
１８４億円

※金額は、表示桁数の関係で合計額と一致しない。



15４．事業投資効果
⑤残存価値

評価対象期間終了時点（施設完成年次から50年後）における残存価値

項目 残存価値 備考

構造物以外の
堤防及び
低水路部

0.45億円
0.45億円

適切な維持管理を行うことにより治水機能は低
下しないため評価対象期間終了時点まで資産
価値の低下はないものとして算定。
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護岸等の
構造物

0.42億円
0.46億円

評価対象期間終了時点の価値を総費用の10％
として算定。

用地費
0.03億円
0.05億円

評価期間末の価値の想定が困難であるため、
取得時の価格に基づき算定。

計
0.90億円
0.95億円

上段：残事業
下段：全体事業



16４．事業投資効果
⑥前回評価との比較（残事業評価）

前回再評価
（H21）

今回評価
（H26） 備考

治水経済調査
マニュアル（案）

平成17年4月 平成17年4月

基準年次 平成21年度 平成26年度
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施設完成年次 平成35年度 平成42年度

分析対象期間 施設完成から50年間 施設完成から50年間

総便益（B） 200億円 185億円 施設完成年次の延長に伴う割
引率の影響による減少

総費用（C） 57億円
（現在価値化前 85億円）

48億円
（現在価値化前 85億円）

施設完成年次の延長に伴う割
引率の影響による減少

B/C ３．５ ３．８８



５．事業の進捗の見込み

○平成42年度の完成を目標として整備を進めており、現状、事業費
ベースで２割程度の事業進捗となっている。

○用地交渉を進め、富士見橋周辺の改修を進めていく。
○段階整備として、證誠寺橋上流の護岸整備、矢那川橋上流の河床
掘削を順次進めていく。

○治水事業への地元からの要望が大きく、事業の進捗が望まれてい
る。
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【富士見橋】

富士見橋架替え護岸工

護岸工



６． コスト縮減

○当事業は現在、富士見橋の架替えを進めており、これを完
了後に證誠寺橋上流の護岸整備、そして河床掘削を予定
している。この河床掘削に伴う発生土砂は、東京湾内の浅
海漁場整備に再利用する予定である。

18

発生土の投入



７．対応方針（案）

【理由】
○事業の投資効果が見込める。

残事業 費用対効果費用対効果 B/C= 3.88 B/C= 3.88 ＞＞ 1.01.0
事業全体 費用対効果費用対効果 B/C= 2.88 B/C= 2.88 ＞＞ 1.01.0

○請西土地区画整理事業などの流域内の開発により、雨水の流出増が見

【理由】
○事業の投資効果が見込める。

残事業 費用対効果費用対効果 B/C= 3.88 B/C= 3.88 ＞＞ 1.01.0
事業全体 費用対効果費用対効果 B/C= 2.88 B/C= 2.88 ＞＞ 1.01.0

○請西土地区画整理事業などの流域内の開発により、雨水の流出増が見

事業を継続することとする
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○請西土地区画整理事業などの流域内の開発により、雨水の流出増が見
込まれる。

○現状、事業費ベースで２割程度の事業進捗であることから、早期に治水安
全度の向上を図る必要がある。

○治水事業への地元からの要望が大きく、事業の進捗が望まれている。

○請西土地区画整理事業などの流域内の開発により、雨水の流出増が見
込まれる。

○現状、事業費ベースで２割程度の事業進捗であることから、早期に治水安
全度の向上を図る必要がある。

○治水事業への地元からの要望が大きく、事業の進捗が望まれている。


